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人権尊重の考え方

日本ユニシスグループは、「グループ・コンプライアンス基本方針」および「日本ユニシスグループ役職員行
動規範」において、法令遵守はもとより、人種、信条、性別、社会的身分、宗教、国籍、年齢、性的マイノリ
ティ、心身の障害等に基づく差別を行わないことを定めており、従業員、サプライチェーン、事業活動を行
う地域を含むすべての関係者の人権および多様な文化・慣習を尊重することをめざしています。
さらに、人権や労働などに関する普遍的な原則を支持し実践する「国連グローバル・コンパクト」に2014年よ
り参加するとともに、「世界人権宣言」、「OECD多国籍企業行動指針」、「ILO中核的労働基準」「ラギーフレーム
ワーク」など、さまざまな国際規範を参照し、グローバルレベルでの人権尊重の取り組みに着手しています。

Human Rights and Labor Practices　人権
人権尊重の考え方
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推進体制と取り組み

「グループ・コンプライアンス基本方針」および「グループ役職員行動規範」にもとづき、関連組織横断で自社
の国内リスクを確認し、対策に取り組んでいます。

ハラスメント防止の取り組み

就業規則において、セクシャルハラスメント、パワーハラスメントを含め、社員の人格を傷つけ、業務、意欲を阻害させるような行
為をしないよう努めることを定めており、2016年10月には、マタニティハラスメントもその行為の対象として明記しました。また、
「セクハラ防止ガイドライン」「パワハラガイドライン」を作成し、社内の啓発に努めています。

従業員相談窓口の設置

内部・外部通報制度（相談窓口）を設けています。
報告、相談を行った者（通報者）がそれにより不利益を受けることがないよう会社は最善の配慮を行うよう定
め、通報者の保護を図っており、通報者の行為に対して不利益な取り扱いを行った役職員に対しては、懲戒
処分等の厳正な処分を行うよう定めています。

Human Rights and Labor Practices　人権
推進体制と取り組み
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サプライチェーンにおける人権配慮

日本ユニシスグループは、システム設計、構築、運用・保守における協力会社様、および調達取引先様など
の「ビジネスパートナー」のみなさまと、信頼関係を強化し、互いの持続的な成長を目指しており、その一環
として、人権・労働・環境など各側面の課題を共に取り組んでいます。
協力会社様に対する業務説明会や協力会社様向けWebサイトを通して、日本ユニシスグループの人権尊重の
方針や取り組みを含め、CSR全般についてご説明するとともに、共に取り組んでいくことをお願いしています。

Human Rights and Labor Practices　人権
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人財育成の考え方

1．人財育成方針
1．社員一人ひとりの"employability"（企業で継続的に雇用され得る能力）を高め、会社と社員双方の成長
を実現する。

2．人財育成の基本は、OFF-JT（*1）、OJT（*2）、OCT（*3）及び自己啓発である。
会社は、社員個人が成長を感じられる経験の場（OJT）と挑戦の機会（OCT）を提供するとともに人財育
成を支援・促進するため、長期的見通しに立ち計画的・体系的かつ継続的に行われる人財育成諸施策
（OFF-JT：自己啓発の支援）を実施する。

3．人財育成は採用、育成、活用、評価・処遇、配置など一連の人事諸制度及び人事諸施策との有機的な
連携のもとに実施する。
*1:OFF-JT:OFFtheJobTraining
*2:OJT:OntheJobTraining
*3:OCT:OntheChanceTraining

2．企業風土・人財改革
企業風土改革として執行責任を明確にした組織改編を実施するとともに、各社員にチャレンジと変革活
動に対する自分ゴト宣言を求めており、イノベーションを起こす風土の醸成を推進しています。2015年
度を初年度とする中期経営計画においても、重点戦略のひとつとして「企業風土・人財改革」を掲げてい
ます。イノベーションの起きやすい風土の醸成と、当社グループの最大の資産である人財に関しても、
変革を実行する変革リーダーへの学習の場を提供するプログラムや、多様な人財に対応した働き方の改
革などを進めています。

3．人財育成強化
中期経営計画を進めるなかで、社員が中長期に自身のキャリアの成熟と成長を実感できる新たなキャリ
アデザイン施策を推進しています。キャリアデザインは、市場環境と経営方針をふまえながら、社員一
人ひとりの"employability"（企業で継続的に雇用され得る能力）を高め、会社と社員双方の成長を実現す
ることを目的としたものです。この実現には上司によるキャリア開発支援が不可欠で、上司が本人への
期待事項を伝え、面談を通じて本人希望とすり合わせを行うこととしています。
キャリアデザイン施策では、求められる人材像と代表的なキャリアパスを提示して、社員一人ひとりの
経験、実績、キャリア目標を把握します。そしてすべての社員が中長期的なキャリア目標を立てたうえ
で、単年度の能力開発目標を設定し、育成プログラムを計画的に活用して能力開発と自己研鑽を行い、
達成度を振り返ります。この一連のサイクルの運用によって、目標とするキャリアが実現できる環境と
仕組みを整備しています。社員一人ひとりのキャリア目標とキャリア開発状況を可視化し、継続的な能
力開発を可能にしています。技術革新の流れが速くビジネスモデルも日々変化するICT業界において、一
人ひとりが社会に貢献できる人財でありつづけるために、固有の専門性を超えた幅広い対応能力（マルチ
タレント）を養うことも視野に入れています。

Labor Practices　労働慣行
人財育成
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4．日本ユニシスCDP（CareerDevelopmentProgram）
当社における人財育成は、日本ユニシスCDPとして展開しています。日本ユニシスCDPとは、経営ビジョ
ンを踏まえたキャリアパスをもとにした人財の採用、育成、配置に関わる諸制度・施策を整備・運用す
ることと定義しています。

キャリアパス（能力開発の指針）

当社グループでは、日本ユニシスCDPの前提となる能力開発の指針をキャリアパスと呼び、時代の変化に合
わせて拡充しています。

本キャリアパスでは、幅広い専門性・マネジメント力・創出力を持ち合わせた人財となることを推奨してお
り、これに合わせたキャリアデザイン、育成プログラムの展開を進めています。
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育成プログラム

2015年度を起点とする中期経営計画における重点戦略「デジタル／ライフイノベーション領域の拡大」、「ビジ
ネスICTプラットフォーム領域の変革」に則し、階層／専門／重点／選抜からなる人材育成体系と、オープン
イノベーションを考慮した研修プログラムに刷新しました。オープンイノベーションにより新たな価値創出
を実現し、新しいビジネスを生み出す変革実現を目指す人財を育成する変革リーダーシッププログラムとし
て、マネジメントとビジネスとプロダクトとプロセスの４つの分野で、コーチングの展開や実案件によるア
クションラーニング型のプログラムを実施します。
技術分野では、デジタルマーケティング／セキュリティ／データサイエンスなど事業と技術戦略に則した拡
充を図っています。この他、社員の能力開発手段は、自社で学ぶ研修に加えて、異業種交流などの外部研修・
セミナー、eラーニングによる自己学習など多岐にわたります。

人財育成体系
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ダイバーシティ推進の方針

日本ユニシスグループは、多様な個性を持つ社員がそれぞれの力を十分に発揮し、個人の能力を最大限に発
揮できる企業環境を目指すことをDiversityForesightTMと名づけ、イノベーションが起こりやすい風土の醸成
に努めています。多様性を受け入れ、活かすことは、グローバル化を含めた社会の変化やニーズに柔軟に対
応し、リスク対応能力も高めることとなり、企業の成長につながります。
当社グループでは、男女、20代から60代にわたる各年代層の社員、育児・介護・障がいなどの制約がある社
員、プライベートでより多くの時間を必要とする社員、外国籍の社員など多様な属性や状況をもった社員が
働いています。
多様性を尊重し、個性や能力を活かしながらともに働くことができるように、定年再雇用や仕事と家庭の両
立支援の制度を設け、職場環境の整備にも努めてきました。
また、当社グループは、「日本ユニシスグループ役職員行動規範」においても、人権および多様な文化・慣習
を尊重し、人種、性別、年齢、信条、宗教、国籍、性的マイノリティ、心身の障害等による差別を行わない
旨を明記しています。

※DiversityForesightは、日本ユニシス株式会社の商標です。

ダイバーシティ推進体制

2013年10月にダイバーシティ推進室を設置し、女性活躍、障がい者雇用、育児・介護などの両立支援を推
進しています。ワークライフバランスを支援するための施策はもちろんのこと、多様な人財が、それぞれの
キャリアパスを考えてキャリアを向上させ、ビジネスに貢献できるような環境を整備し、必要な支援を積極
的に行っています。

ダイバーシティ・マネジメント

ダイバーシティ推進にまず必要なのは、管理職の理解とダイバーシティ・マネジメントの実践です。そのた
め、テーマ別（育児・介護・女性社員）および階層別に各管理職を対象としたダイバーシティ･マネジメントに
関するセミナーや研修を行っています。また、全社員を対象としてダイバーシティの意義を理解するための
e-learningや、全グループ社員を対象として年１回社外の有識者による「ダイバーシティ・トップ・セミナー」
を開催しています。

Labor Practices　労働慣行
ダイバーシティの推進
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女性の活躍推進

社会要請と当社戦略の両面から、ダイバーシティ推進の中でも特に女性の活躍推進を最優先課題ととらえて
います。
当社では出産後の復職率は95%を超える状況が続いており、平均勤続年数の男女差も少なく就業継続の風土
はすでにできています。「2020年にダイバーシティを活用したビジネスエコシステムを創出する企業になるこ
と」をビジョンとして積極的に女性活躍を推進しており、女性管理職比率は2015年度の3.2%から2017年4月に
は6.5%に向上しています。
女性活躍推進法の自主行動計画には、「2020年に女性管理職比率を10%にする」という目標を掲げていますが、
単に管理職を増やすことが目的ではなく、女性社員の人財パイプライン（各層に上位へ昇格、管理職へ昇進す
る適正数の候補者が常に存在し、その中から然るべき人財が昇格・昇進する状況）の形成をめざし、女性社員
の育成をはじめとした各施策に取り組んでいます。
また、2015年度より新卒女性採用比率40％以上を目標として、2017年度には41.3%の女性新入社員が入社し
ています。

■日本ユニシス主な女性活躍推進施策

ダイバーシティ育成プログラム
（女性社員編）

若手・中堅・管理職候補の3コースに分かれ、研修・OJT・ネットワーキ
ングを要素として実施。毎年合計約120名が参加（指名制）

女性社員のネットワーク 全グループの女性社員を対象とした社内SNS

育児休職中のキャリア開発支援 育児休職中のe-learningや通信教育の受講と補助

育児休職ワークショップ 育児休職者、復職者向けの復職後の働き方・キャリア構築セミナー

産休・育休者面談 産休・育休前および復職後の3者面談

※その他相談窓口あり

障がい者雇用と活躍推進

2017年3月31日時点で、日本ユニシスの障がい者雇用率は2.12%となっております。
障がい者の活躍支援にも積極的に取り組んでおり、2011年度から盲導犬の受け入れを開始し、盲導犬ユー
ザが安心して充分に仕事に力が発揮できる環境を整えています。
また、盲導犬育成支援や、ヴァイオリニスト川畠成道氏とのパートナーシップ活動などのさまざまな社会貢
献活動を通じ、社員のダイバーシティ理解促進に努めています。

・日本ユニシスグループの社会貢献活動（コミュニティへの参画及びコミュニティの発展）>
https://unisys.disclosure.site/ja/themes/43#130

https://unisys.disclosure.site/ja/themes/43#130
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多様な働き方の支援＜1．ワークライフバランス支援＞

当社グループでは、多様な属性や制約をもった社員も含め、一人ひとりが、個人の生活やライフステージに
おけるさまざまなニーズに合った多様な働き方を選択可能にすることで、モチベーションを高く保ちながら
働くことができるようにしています。社員は自身のキャリア継続、キャリア構築を見すえながら自己啓発を
怠らずに、その時期に合った働き方を自律的に選択します。それぞれの組織の中では、互いがワークライフ
バランスを実現できるように補完し合って、チームとして最大の成果を上げられるように努めています。

「ライフステージに合わせて」〜入社から定年後までイキイキと〜

多様な働き方の支援＜2．介護支援制度＞

社員の勤続年数が長い当社グループでは、職務の重責を担うシニア世代の社員が親や配偶者の介護に直面す
る可能性が高く、男女を問わず働きながら介護に関わることが想定されます。そのような人生の一大事に対
しても会社として柔軟な制度を用意していることは、社員にとって大きな安心につながります。
介護に使える制度として、介護休職、介護休暇（介護対象一人につき年間12日の休暇と、最大60日まで年休残
を積み立てた積立特別有給休暇）や1日2時間まで勤務を短縮できる短時間勤務などがあり、用途に合わせて利
用されています。また介護の実態・意識調査を実施し、介護への備えや業務との両立に関する介護セミナーな
どの施策も展開しています。

■主な介護支援制度

介護休職 介護対象1人につき1年まで

介護休暇 （1）積み立て特別休暇を1日または半日単位で利用（有給）

（2）介護対象1人につき12日/年（無給）

フレックスタイム 月内で過不足を清算。コアタイムあり。

カウンセリング 職業家庭両立アドバイザー、社員相談室、外部カウンセリングに随時相談可能

短時間勤務 2時間/日（無給）まで
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多様な働き方の支援＜3．子育て支援制度＞

両立に必要な制度や支援を整え、育児休職からの復職者を対象としたワークショップを開催し、有識者から
のアドバイスや先輩から実利的なノウハウを得て、復帰のウォーミングアップおよび復職後のキャリア構築
の一助となるよう図っています。
休職中にもキャリアを維持し最新の情報に触れるために、希望者は社内LANに接続して学習や情報収集するこ
とも可能です。
出産後の復職率は95％を超えており、育児と仕事の両立は、すでに当たり前のこととなっています。
近年は育児休職を取得する男性社員も増え2016年度は10.3%となっており、休職期間も１ヶ月から１年間程
度と中長期に渡っています。

■主な育児支援制度

産前産後休職 最長9ヶ月

育児休職 最長子どもが２歳になるまで
分割取得可

短時間勤務 1日2時間まで
「育児期間」として子が最長小学6年生まで、「養育期間」として病気・障害等の中高生
の養育を想定し子が18歳まで取得することが可能

その他 フレックスタイム、積み立て特別有給休暇（残った年次有給休暇のうち翌年度に持ち
越せない分を60日分まで積み立てられ、私傷病、介護、社会貢献などによる休暇に使
用できる制度）などの併用も可

多様な働き方の支援＜4．「Smart-Work」の推進＞

2008年度から開始した在宅勤務制度を、2010年度からはSmart-Workとして月ごとに選択実施できる柔軟な制
度に変更しました。Smart-Workは、育児・介護に限定せず、多様なワークスタイルに対応できる環境を実現
しています。
2015年度から開始している中期経営計画の一環で、「働き方改革」（WorkstleForesightTM）を推進し、在宅勤
務だけでなく、フリーアドレスの導入、サテライトオフィスの設置・運用をすすめています。
社員が自身の目標達成に向けて、より効率的で適切なワークスタイルを選択し、モチベーションを高く維持
しながら生産性を向上させ働くことをめざしています。

多様な働き方の支援＜5．カウンセリング体制の整備＞

社員からの相談内容は育児・介護と仕事の両立、キャリアの選択、能力向上、人間関係など多岐にわたりま
す。社内に常駐するアドバイザー、外部の専門家カウンセラーに面談/eメール/電話で相談することができま
す。また、24時間対応可能な外部相談窓口に匿名で相談もでき、問題の早期発見と解決を図っています。



人権・労働慣行 - 11

働き方改革（Workstyle Foresight TM）の方針

少子高齢化対策やワークライフバランス推進、グローバリゼーションへの対応といった社会的要請を背景に、
企業における働き方改革の推進が拡大しています。日本ユニシスグループでは、こうした要請に対応した労
働環境を整備していくとともに、新たな価値を創造する企業風土の実現に向けた働き方改革を「Workstyle
ForesightTM」と呼び、推進しています。
具体的には、

　新ビジネス創出や個々人の成長に向け
　個人生活も大切にしながら
　豊かな発想ができるゆとりを持つために
メリハリのある健康的な働き方をめざす

ことをビジョンに掲げ、働き方改革（WorkstyleForesightTM）の実現に向けた4つの分野における施策をグルー
プ全体で展開しています。また、こうした取り組みが評価され、2016年4月には総務省が選定する「テレワー
ク先駆者百選」に認定されました。

※WorkstyleForesightは、日本ユニシス株式会社の商標です。

働き方改革（Workstyle Foresight）の施策＜1．環境変革＞

事業所拠点の集約・省スペース化やコミュニケーションの活性化を目的としたオフィスのフリーアドレス化
を推進しています。また、勤務中の移動時間短縮および多様な働き方の実現に向けて都内各所にサテライト
オフィスを開設し、社員の利用を促進しています。

Labor Practices　労働慣行
働き方改革の取り組み



働き方改革（Workstyle Foresight）の施策＜2．価値観・スタイル変革＞

年間目標として「残業ゼロチャレンジ※1／「年休取得率90%以上」を掲げ、目標達成に向けた取り組みを全社
で推進しています。これにより、組織や個人における働き方の見直しを図るとともに、メリハリのある働き
方への意識変革をめざしています。
2008年に導入された在宅勤務制度の利用範囲を拡大し、より柔軟な働き方の更なる促進を図ります。また、
テレワークの拡大に向けた取り組みの一環として、2017年7月には政府が推進する「テレワーク・デイ」に参
加し、4割の社員がテレワークを実施しました。

※1　年間を通じて「残業ゼロ（5時間以下）」の月を1回以上達成する

働き方改革（Workstyle Foresight）の施策＜3．プロセス変革＞

社内における会議のあり方（会議の種類、頻度、方式など）を見直し、改善を図る活動を推進しています。具
体的には、会議の事前に資料を配布し、事前に内容を把握した上で会議に臨むことを参加の条件とし、会議では説明な
しで議論に入るよう、会議のあり方を変えました。会議資料は最小限にとどめ、会議に要する時間短縮を図るととも
に、TV会議や社内SNSの活用による会議の効率化をめざしています。また、働き方改革をテーマとした改善
活動（Foresight insight活動※2や組織長による業務改革ワークショップなど）を通じて、職場における継続
的なプロセス変革を実践しています。

※2　新しい価値創出と風土改革推進に向けた、職場における社員主体のグループ活動

働き方改革（Workstyle Foresight）の施策＜4．システム変革＞

働き方改革の各施策を実現する基盤として、ICT活用とインフラの整備を推進しています。具体的には、TV会
議の活用によるリモートワークシステムの導入・拡大や、イメージホワイトボードを活用した会議の効率化
を進めています。また、多様なICTツール（クラウドファースト（Office365®）／モバイルファースト
（mobiGate®）／Skype®　for Business／企業内SNSなど）の活用により、コミュニケーションの促進／生産性の
向上を図るとともに、イノベーションの創出につながるオフィス環境の構築をめざしています。

※mobiGateは、日本ユニシス株式会社の登録商標です。
※Office 365、Skypeは、米国Microsoft Corporationの米国およびその他の国における商標または登録商標です。

M3（みんなでもっと会社をもりあげよう）プロジェクト

M3プロジェクトとは、選抜された若手・中堅社員が、当社グループ全体および組織横断的な活動を通じ
て、経営視点に立った課題を検討し提言する活動です。2016年度は「働き方改革」をテーマとして、グループ
各社から参加したメンバーが、当社グループにとっての＂あるべき働き方＂を討議し、会社への提言を実施し
ました。また活動においては、地方・遠隔地を含む各拠点のメンバー同士がICTの活用による場所・時間に制
約されない働き方を試行し、働き方改革の実践につなげました。

人権・労働慣行 - 12
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T3（Time to think）活動

ビジネスサービス部門（技術部門）における働き方改革の一環として、「T3（Timeto think）活動」を実施して
います。これは、部門の社員全員が原則、毎週連続した3時間を確保し、新しい分野のリサーチなど本来の業
務以外のことに取り組む活動です。また、活動のための3時間を生み出すために不要な会議や資料作成などの
棚卸しを行い、社員一人ひとりがそれらの削減・廃止に向けた業務の見直しを図ることも目的としています。
2016年より試行期間を経て導入された本活動は、新たな思考の醸成と業務効率化を推進するための取り組み
として定着しています。
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健康経営

職場における社員の健康と安全を確保することは、社会および環境に対する責任を果たすための取り組みを
支える基盤です。また、社員が心身に不調を抱えて労働することは、休職による直接的な機会喪失に留まら
ず、勤務時間中の生産性を大きく低下させることで、経営においても大きな影響を及ぼす要因であると考え
ています。
日本ユニシスグループでは、法令に則った労働安全衛生管理体制を整備するとともに、社会的環境にも配慮
した以下のような取り組みで健康経営の推進を図っています。

1．労働安全衛生に関する法令、関連規則を遵守します。
2．事業活動において、社員の健康と安全の確保を第一に優先します。
3．社員における、心身の健康維持・向上を実現することが健康経営の根幹であり、会社は、健康障害の予
防、健康指導の強化及び労働災害の防止に努めます。

CHOの設置

2016年4月にはグループ全体の健康経営戦略を統括する役割として、社長がCHO（Chief　Health　Officer）に
就き、健康管理を経営的視点から考え、戦略的に実践することをさらに推進しています。

年次有給休暇取得推進

2017年度が最終年度となる「中期経営計画」において、「働き方改革」を推進する指標のひとつとして、年次有
給休暇取得率90%の達成を掲げています。余暇を確保して、ワークライフバランスの維持・向上をめざして
推進しています。

メンタルヘルスへの対応

・セルフケア（社員自らが行うストレスへの気づきと対処）
・ラインによるケア（管理監督者が行う職場環境等の改善と相談）
・事業場内産業保健スタッフなどによるケア（産業医・精神科医等による専門的ケア）
・事業場外資源によるケア（専門機関によるケア）
・ストレスチェックの実施（高ストレス者へのフォロー・組織分析の活用）

Labor Practices　労働慣行
健康経営
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インフルエンザ予防接種の実施

・社員へ季節性インフルエンザ予防注射の接種を推奨し、毎年11月頃には本社支社店内での接種を実施して
います。さらに、家族への接種費用補助を行なっています。

・手洗い、うがい、咳エチケットの励行を呼びかけています。（咳エチケット：咳・くしゃみが出たら、他の
人にうつさないためにマスクを着用するなどの対応）

健康管理室と社内診療所の開設

・社内診療所を設置し、内科、精神科、皮膚科の診療を行っています。法定健康診断、エコー検査も実施可
能で、放射線室、薬局、休養室などの設備もあり、社員が生涯に亘って安心して働ける環境を整えていま
す。2016年度より新たに禁煙外来を開始しています。

・健康管理室を設置し、保健師が随時健康相談を行っており、診察が必要と判断した場合には、診療所と連
携して治療にあたる体制を整えています。

過重労働による健康障害防止対策

・労働安全衛生法に基づく医師による面接指導基準よりも安全な基準を制定し、過残業者臨時健康診断を実
施しています。また、過残業者の多い組織には産業医と保健師が出向くなど、受診率の向上を図っています。

・労働安全衛生法に定められた事後措置（就業場所の変更、労働時間短縮等）に加え、社内診療所の医師（内
科医・精神科医）とも連携して疾病の早期発見に努めています。

・「過残業レスキュー隊」を設置し、人事労務およびプロジェクト管理の観点から、問題となりそうなプロ
ジェクト、個人の特定に注力しています。

・プロジェクトの進捗管理レビューの際のレビュー対象として「労務実績」を取り入れています。
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社員のモチベーション調査

当社グループの中期経営計画の達成に向けて、社員のモチベーションや意識の状況、また経営方針の浸透度
などがどのような状態にあるかを調査し、今後の施策推進における課題等を把握するために「モチベーション
調査」を実施しています。この調査は、2002年6月に第１回調査を実施し、施策やグループの経営環境の変化
などを背景に、2年に1回のペースで実施しています。
2017年度も、当社グループの全役員・全従業員を対象として実施し、調査結果のフィードバックを、組織長
向けの説明会と全社員向けにイントラネットを通じて行いました。本調査結果は、各種施策に活かしていく
予定です。

Labor Practices　労働慣行
社員とのコミュニケーション
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労働組合との関係

当社グループには、日本ユニシスおよび一部のグループ会社の社員が加入する「日本ユニシス労働組合」が組
織されています。各社と「日本ユニシス労働組合」の各企業支部は、それぞれ安定した労使関係にあり、労使
協議会等を通じ、社員の労働条件などについて定期的に交渉・協議しています。
2016年度の労働組合加入者割合は、94%です。

Labor Practices　労働慣行
労働組合との関係
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労働慣行パフォーマンスデータ

雇用

項目 集計範囲
2015年度 2016年度

男性 女性 合計 男性 女性 合計

連結従業員数 連結グループ 6,841 1,262 8,103 6,712 1,276 7,988

地域別連結
従業員数

日本 6,750 1,208 7,958 6,597 1,202 7,799

アジア・オセアニア 91 54 145 115 74 189

従業員数 日本ユニシス
単体

3,518 723 4,241 3,441 720 4,161

平均勤続年数 19.9 17.2 19.4 20.2 17.8 19.7

平均年齢 44.8 41.3 44.2 45.2 41.9 44.6

有給休暇取得率 連結グループ
（※1）

69.6％ 78.1％

障がい者雇用率 1.87％ 1.99％

女性管理職比率 3.21% 4.35%

女性管理職比率 日本ユニシス
単体

3.20% 4.86%

採用実績 新卒 連結グループ
（※1）

66 36 102 73 51 124

中途 18 3 21 61 6 67

離職率 1.91％ 2.07％

一人当たりの年間労働時間 1,966時間 1,812時間

初任給（※2） 学部卒 日本ユニシス
単体

215,000円 215,000円

修士卒 240,300円 240,300円

平均給与 7,503,269円 7,701,404円

Labor Practices　労働慣行
労働慣行パフォーマンスデータ

（2017年3月31日現在）
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項目 集計範囲
2012年度 2013年度 2014年度

男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計

連結従業員数 連結グループ 8,820 8,486 7,021

従業員数 日本ユニシス
単体

3,526 686 4,212 3,068 633 3,701 2,924 607 3,531

平均勤続年数 18.5 15.3 18.0 19.0 16.5 18.5 19.4 16.7 18.9

平均年齢 43.4 39.2 42.7 43.9 40.1 43.3 44.3 41.0 43.7

有給休暇取得率 62.2％ 60.7％ 63.4％

障がい者雇用率 1.76％ 1.78％ 1.74％

女性管理職比率 2.8％ 2.3％ 2.9％

（注）2014年度の有給休暇取得率、障がい者雇用率の集計範囲は連結グループ（※１）

ワークライフバランス

項目 集計範囲
2015年度 2016年度

男性 女性 合計 男性 女性 合計

産休取得者数 連結グループ
（※1）

0 61 61 0 63 63

育児休職取得者数 18 111 129 15 110 125

育児時間取得者数 5 192 197 8 201 209

介護休暇取得者数 171 164 335 201 165 366

介護休職取得者数 4 0 4 1 2 3

介護時間取得者数 3 9 12 1 7 8

育児休職復職者数 18 44 62 11 40 51

育児休職復職率 100% 98% 98% 100% 100% 100%

育児休職定着者数 18 44 62 11 40 51

育児休職定着率 100% 100% 100% 100% 100% 100%

再雇用制度利用者数 90 3 93 99 2 101

項目 集計範囲
2012年度 2013年度 2014年度

男性 女性 合計 男性 女性 合計 男性 女性 合計

産休取得者数 連結
グループ

0 60 60 0 52 52 0 68 68

育児休職取得者数 5 96 101 7 96 103 9 105 114

育児時間取得者数 9 149 158 8 144 152 10 179 189

介護休暇取得者数 116 126 242 128 98 226 127 139 266

介護休職取得者数 1 2 3 1 1 2 3 2 5

介護時間取得者数 1 5 6 6 6 12 3 9 12

再雇用制度利用者数 165 6 171 108 3 111 90 1 91
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従業員教育

項目 連結・単体 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度

従業員一人当たりの年間研修時間 連結グループ 21.56
時間

24.53
時間

23.6
時間

25.7
時間

29.5
時間

労働安全衛生

項目 連結・単体 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 備考

労働災害
発生件数

連結グループ
（※3）

6 14 10 17 10 通勤災害を除く

労働組合

項目 連結・単体 2014年度 2015年度 2016年度

労働組合加入者数 連結グループ（※1）
（2016年3月1日現在）

5,826 5,729 5,634

労働組合加入者割合 94% 94% 94.48%

※1：日本ユニシス（株）、ユニアデックス（株）
※2：2016年4月1日実績
※3：日本ユニシス（株）、ユニアデックス（株）、日本ユニシス・エクセリューションズ（株）、日本ユニシス・

ビジネス（株）
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